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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第34期
第１四半期
累計期間

第35期
第１四半期
累計期間

第34期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 3,150,099 3,003,023 13,323,287

経常利益又は経常損失(△) （千円） △19,009 163,085 836,592

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）
（千円） △14,979 103,212 506,494

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 750,000 750,000 750,000

発行済株式総数 （株） 4,395,000 4,395,000 4,395,000

純資産額 （千円） 4,370,688 4,858,299 4,814,903

総資産額 （千円） 7,254,580 7,105,989 7,349,837

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △3.41 23.49 115.25

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 34.00

自己資本比率 （％） 60.2 68.4 65.5

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間における我が国の経済は、政府・日本銀行による経済政策・金融政策等を背景に株式市場の

活況や雇用の活性化など景気回復の兆しが見られ、企業業績においても円高の修正等を背景に改善の動きが見られま

した。個人消費及び企業の設備投資も回復傾向にあり、情報サービス業界においても、近年慎重姿勢が続いていた顧

客企業のＩＴ投資に回復の兆しが見られ、金融関連の安定した需要の他、企業活動のグローバル化やモバイル機器の

普及への対応を目的とした戦略的なＩＴ投資案件など、システム開発案件を中心に受注環境は堅調に推移しておりま

す。

情報サービス産業においては、ＩＴインフラの刷新、クラウドやモバイルといった新技術への対応等、一部に需要

拡大の傾向は見られるものの、顧客企業におけるコスト削減ニーズは依然として強く、全体的には投資への慎重姿勢

は継続しております。

このような状況の下、当社は、既存顧客の深耕やサービスラインナップの拡充等による受注機会の拡大とともに、

業務の効率化や品質の安定化等、一層の収益力向上に努めました。

この結果、当第１四半期累計期間における経営成績は、売上高は、金融業、製造業、流通・サービス業等各分野で

受注が堅調に推移しているものの、売上計上が第２四半期以降となる案件の影響により、前年同四半期比4.7％減の

3,003,023千円となりました。利益面については、前年同四半期に比べプロジェクト管理の強化や品質の向上により各

案件が堅調に推移し、営業利益は159,022千円（前年同四半期は営業損失21,769千円）、経常利益は163,085千円（前

年同四半期は経常損失19,009千円）、四半期純利益は103,212千円（前年同四半期は四半期純損失14,979千円）となり

ました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ソフトウェア開発

既存顧客の基幹系システムやＷＥＢ系システム等の安定した案件を中心に受注状況は堅調に推移しております

が、前年同四半期に比べ、大型案件の売上計上予定が第２四半期以降に推移している影響により、売上高は前年同

四半期比6.2％減の2,000,380千円となりました。セグメント利益は、プロジェクト管理強化や品質向上により改善

し、前年同四半期比256.3％増の222,057千円となりました。

 

②システム運用管理

金融業・通信業向けを中心とした大口顧客への安定した案件を確保しましたが、一部顧客における案件縮小の影

響により、前年同四半期比0.9％減の895,690千円となりました。セグメント利益は、業務の効率化等により改善

し、前年同四半期比13.1％増の79,245千円となりました。

 

③システム機器販売

ソフトウェア開発案件に関連する機器の販売を中心に推移し、売上高は前年同四半期比6.2％減の106,953千円、

セグメント利益は受注体制の見直し等により改善し、前年同四半期比4.0％増の5,677千円となりました。

 

（２）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

 

（３）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年６月30日）

 提出日現在発行数（株）
（平成26年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,395,000 4,395,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数 100株

計 4,395,000 4,395,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
 残高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
－ 4,395,000 － 750,000 － 1,196,550

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

 第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,394,100 43,941 －

単元未満株式 普通株式      600 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 4,395,000 － －

総株主の議決権 － 43,941 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社Minori

ソリューションズ

東京都新宿区西新宿

二丁目４番１号
300 － 300 0.00

計 － 300 － 300 0.00

 

２【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成26年４月１日から平成26

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,785,524 4,001,567

受取手形及び売掛金 2,156,705 1,545,065

商品 4,777 578

仕掛品 81,497 193,450

その他 185,732 218,158

貸倒引当金 △866 △621

流動資産合計 6,213,370 5,958,200

固定資産   

有形固定資産 168,385 158,791

無形固定資産 106,485 105,089

投資その他の資産   

投資有価証券 451,843 481,621

その他 409,761 402,295

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 861,595 883,908

固定資産合計 1,136,467 1,147,789

資産合計 7,349,837 7,105,989

負債の部   

流動負債   

買掛金 448,408 390,506

短期借入金 810,000 810,000

未払法人税等 260,024 8,999

賞与引当金 233,334 54,559

その他 362,965 562,658

流動負債合計 2,114,732 1,826,723

固定負債   

長期借入金 2,500 －

退職給付引当金 364,858 377,921

その他 52,844 43,045

固定負債合計 420,202 420,967

負債合計 2,534,934 2,247,690

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 1,196,550 1,196,550

利益剰余金 2,801,747 2,825,856

自己株式 △224 △224

株主資本合計 4,748,072 4,772,181

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 66,830 86,117

評価・換算差額等合計 66,830 86,117

純資産合計 4,814,903 4,858,299

負債純資産合計 7,349,837 7,105,989
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 3,150,099 3,003,023

売上原価 2,905,864 2,581,505

売上総利益 244,235 421,518

販売費及び一般管理費 266,004 262,495

営業利益又は営業損失（△） △21,769 159,022

営業外収益   

受取利息 110 104

受取配当金 3,935 4,510

その他 639 904

営業外収益合計 4,685 5,520

営業外費用   

支払利息 1,763 1,384

その他 161 73

営業外費用合計 1,925 1,457

経常利益又は経常損失（△） △19,009 163,085

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △19,009 163,085

法人税、住民税及び事業税 2,700 1,200

法人税等調整額 △6,730 58,673

法人税等合計 △4,030 59,873

四半期純利益又は四半期純損失（△） △14,979 103,212
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直した結果、退職給付

見込額の期間帰属方法につき期間定額基準を継続適用するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加

重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

なお、当該変更による損益等への影響はありません。

 

 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日）

減価償却費 18,733千円 20,522千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
 配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月23日
取締役会

普通株式 74,710 17  平成25年３月31日  平成25年６月12日 利益剰余金

 

２. 株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
 配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日
取締役会

普通株式 79,103 18  平成26年３月31日  平成26年６月12日 利益剰余金

 

２. 株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 
ソフトウェア

開発

システム

運用管理

システム

機器販売

売上高       

外部顧客への売上高 2,132,635 903,437 114,026 3,150,099 － 3,150,099

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 2,132,635 903,437 114,026 3,150,099 － 3,150,099

セグメント利益 62,325 70,059 5,461 137,846 △159,616 △21,769

（注）１．セグメント利益の調整額△159,616千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業損失（△）と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

 
ソフトウェア

開発

システム

運用管理

システム

機器販売

売上高       

外部顧客への売上高 2,000,380 895,690 106,953 3,003,023 － 3,003,023

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 2,000,380 895,690 106,953 3,003,023 － 3,003,023

セグメント利益 222,057 79,245 5,677 306,980 △147,957 159,022

（注）１．セグメント利益の調整額△147,957千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全

社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
△3円41銭 23円49銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△14,979 103,212

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（千円）
△14,979 103,212

普通株式の期中平均株式数（株） 4,394,708 4,394,663

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

   平成26年５月22日開催の取締役会において、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………79,103千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………18円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年６月12日

     （注）平成26年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成26年８月７日

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ  

 取締役会 御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 瀬戸   卓   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阪田 大門   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Minori

ソリューションズの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第35期事業年度の第１四半期会計期間（平成26年４月

１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Minoriソリューションズの平成26年６月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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